
連

現

※5　百万分の1ミリ・メートルのサイズで原子・分子を操作・制御し、新しい機能、優れた特性を引き出す技術。
※6　官民資産を活用し、利用者負担を原則とする中所得者向けの高齢者用施設で、質の高いケアサービスを受けられる。
※7　構造改革特区は、地方公共団体の具体的な提案等を踏まえ、規制を特定地域に限って緩和すること等により、規制改革を

地域の自発性’を最大限尊重する形で進め、経済の活性化につなげる峰組み。
※8　植物等を原料にして得られるエネルギー資源の総称。
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包括的かつ抜本的改革を行い、広く、薄く、簡素な税制を構築します
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し　　1－i
i．1 0 「 広 く 薄 く 簡 素 に 」 の 観 点 か ら 、 所 得 税 ・ 住 民 税 ・ 法 人 に 対 す る

藍壱
こ・r

デー．ミこ．－j
モミI嶽 i；労 重義

課 税 の 負 担 構 造 を 検 討 す る 。

； ○ 法 人 に 対 す る 課 税 に つ い て は 、 そ の 実 効 税 率 の

　ヽ　　　中一

璃 ナこ‾ご1こヽ
鞍

J　‾、．こ 1－Ⅰ、一一 茸 ・ki
盲‾tと

こ‾‾　曇 汀 メi lさ
引 下 げ と 課 税 へ － ス の 拡 大 を 検 討 す る 。 そ の 一 環 ＿

と し て　 法 人 事 業 税 の 外 形 標 準 課 税 に つ い て
ポ 関 配 な 二 蜜 芸 rこそ

ユニ‥T－

ヨ 雪 江 粉 に 辛 　ヽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 凋斥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ヽ
「 改 革 と 展 望 」 に 示 し た 考 え 方 に 沿 っ て 検 討 す る 。

i O 研 究 開 発 投 資 や I T 投 資 等 を 税 制 で も 促 進 で き る よ う 検 討

J‾・1・ご1－　ト 童菱箪　g ぢ、ご
Te′‾

す る ．。

lご吏 資
で′ 拷

擢 轡
○ 金 融 資 産 課 税 の 見 直 し と 有 効 利 用 を 促 す 土 地 税 制 を 検 討 す る 。

三　 〇 就 労 な ど の 選 択 に 歪 み を 与 え な い よ う 、 配 偶 者 に 関 す る 控 除
一一、－

勲章芸苛謙譲づ ご三箕郷 撃
t■■．・▼・‾ 等 に 関 し 検 討 す る 。 検 討 に 当 た っ て は 、 社 会 保 障 制 度タ

r一「・一き‾‘‾i 見 直 し と の 関 連 に も 十 分 配 慮 す る 。i o 相 続 と 生 前 贈 与 の 選 択 を 歪 め な い 税 制 を 検 討 す る 。
の － 「「葺語感曇斎 葉

ま拝 項浣茫 鴫 i O 寄 附 等 に 対 す る 課 税 の 見 直 し を 検 討 す る 。
1 馨詳 閻 攣 挙芸

○ 急 速 な 人 口 高 齢 化 等 に 対 応 す る た め 、 安 定 的 な 歳 入 構 造 を曇蔓震篭 崇電霊裏箔蛋

・rよ．ぎ鎚ラユキ7°
○

ニーiL

○ 公 的 年 金 を は じ め と す る 社 会 保 障 制 度 を 抜 本 的 に 見 直 し 、

士　　　 Ji渠 狸 世 代 間 ・ 世 代 内 の 公 平 を 重 視 し て 長 期 に 持 続 可 能 な も の に

す る と と も に 、 年 金 課 税 の 見 直 し を 検 討 す る 。も‘霊墨書盛栄ユi

　ヽ　－1こヰ′　　－t ； こ つ l　　　　 苫　　　 今 ）
′

－ 体 的 に そ の あ り 方 を 見 直 す 。

章妾空嘉強転売 十 言草 ぢ 辛碧
○ 地 球 環 境 に 配 慮 し た 税 制 を 検 討 す る 。

ニヽL－
○ 国 庫 補 助 負 担 金 、 交 付 税 、 税 源 移 譲 を 含 む 税 源 配 分 の あ り 方 を

‾’・三上芸等李
コ‘j ⊥‾　－一丁

三 位 丁 体 で 検 討 す る 。 （ P 6 参 照 ）
fT・iニン・モー．王r－1ノL i・T．∵十∴㍉諌豆ゴジ

ー＿－tJ・ ‡努 亡

0 1 T 化 に 対 応 し た 申 告 ・ 徴 収 を 進 め る 。 サ ラ リ ー マ ン の 申 告 納 税．．一ナソ∴∵・11こノ

ノ，1 1ヾ－1・r
．．‘ノ二

蔀
rL＿7．

準 坤 － の　 ・．　 I D　　　　 の　 昌・に　 って 、　 り信　 で
徴税と納税の環境を整える。

　ヽ′　　　　　　　　　　　　　　　　∠已　　　　　　　　　－　　　ヽ　　　　　　ヽ′
テ∴－・，’．．－こ ○消費者の理解を侍るために、消費税の免税点制度等の見直しを

検討する。

○今次税制改革は、2003年度に着手。「改革と展望」の期間内（～2006年度）の完了を目指し
ます。

○税制改革の財源は、原則として国債には依存しません。
O「改革と展望」の期間内に、国と地方双方が歳出削減努力を積み重ねつつ必要な行政サービス、
歳出水準を見極め、また経済活性化の進展状況及び財政事情を踏まえ、必要な税制上の措置を
判断します。

Or改革と展望」に基づき、2010年代初頭にプライマリーバランス※9の黒字化を目指します。

※9　過去の借金の元利払いの影雪を除いた財政収支、すなわち、現在の行政サービスに必要な歳出が税収で賄えているかどうか
を示す財政収支のこと
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官から民へ、国から地方へ、持続可能な財政へ

重点化と効率化をさらに進めます

●国の関与する事業は限定し、地方の主体性を生かした社会資本整備に転換

●重点化：トップダウンの意思決定とボトムアップの選択の双方について改革

●効率化：厳格な事業評価酎0と予算編成への反映、コストの縮減やPFl※日活用等

●既存プロジェクト、公共事業関係計画のあり方の見直し

国民負担率の上昇を抑制します

●少子化対策の強化

●平成16年予定の年金制度改革※12に向け、早急に詩論

●保健医療システム、診療報酬体系、医療保険制度の改革

を継続

●介護報酬を見直し、介護保険制度を推進

国から地方へ、地方行財政改革を強力かつ一体的に推進します

●国の関与を縮小、地方の権限と責任を拡大

→　国庫補助負担事業の廃止・縮減について年内を目途に結論

●国庫補助負担金、交付税、税源移譲を含む税源配分のあり方を三位一体で検討

→　改革案について今後1年以内を目途にとりまとめ

●自治体の行財政基盤の強化のための市町村合併の促進、団体規模等に応じた事務や責任の配分

傘串車軸 痺車仁 「食料産業」の活性化と農業の構造改革

安全で安心な食品の供給などの消費者基点の行政、意欲ある経営体への施策の集中、流通改革の推進等

‡十時恵財源め阜直し十 長期計画や今次税制改革と一体的にそのあり方を見直す

・寸 軸 画 画 麺 率串 ．＼ 民間委託やP F I の活用、国や地方の調達の改善、電子政府等の推進、
コスト管理などにより、公的部門の無駄を排除

※10　事前に費用対効果等の評価を行い、途中に再評価、事後に検証を行い、評価結果等について公表。
※11　公共施設等の建設、運営等を民間の資金、経営・技術能力を活用して行う手法。
※12　年金制度は少なくとも5年に一度、給付と負担の将来推計を見直し、制度改正を行っている。次回は、平成16年の予定。
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「経済活性化戦略互税制改革互歳出改革の加速」の三位一体で、
「改革と展望」で示した持続的成長は可能です

●早急に実施できる事項は、可能な限り早期に実施。

（1）歳出改革の加速

●非裁量的予算の大胆な改革、裁量的経費を「根元」から洗い直し

●4つの視点に立ち、無駄を徹底的に排除（①民に任せられないか、②地方に

任せられないか、⑨最適な政策手段か、④府省間の効率的な協力関係）

●一般歳出及び一般会計歳出について実質的に14年度の水準以下に抑制

●（2）「経済活性化戦略」に沿った新重点4分野

（3）予算編成プロセスと手法

●トップダウンの意思決定（各種制度の改革方針、施策の集中と分野間のメリハリ）と

ボトムアップの選択（評価に基づく事業の選択）

．●総理主導による意思決定システムの強化（諮問会議を活用しつつ、総理が基本方針を示し、

各大臣が責任を持って各省の政策・歳出を「根元」から変革）

●目的・効果のわかりやすい予算：厳格な政策評価・事業評価の実施

それぞれの重点分野に対応する予算を府省を通じて整理（マトリックス型の手法）
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当面の経済活性化策等の推進について
－デフレ酎3克服の取組加速のために－

（平成14年6月17日政府与党合意）

●今後は民間需要・雇用の拡大に力点を置いた構造改革を進め、自律的経済成長を実現
していくことがデフレ克服の基本である。

●r基本方針第2弾」の中で早急に実施できる事項を検討し、可能な限り早期に実施する。

● 経済活性化策の推進

●「経済活性化戦略」の推進
●「規制改革推進3か年計画」の推進
●「構造改革特区」の制度早期具体化

●税制改革
●経済活性化のためにあるべき税制の姿を早期に明らかにする。

●15年度税制改正の一環として、企業の活性化に資するため研究開発促進税制及び重点的

な投資促進税制の構築並びに資産の世代間移転を円滑化するため、相続税・贈与税の

見直しを行う（適用については原則平成15年1月1日に遡及）。

特に、企業課税については、投資の計画的対応に資すべく、その見直しの大要を極力

早期に明らかにする。

●土地関連流通税の見直しについては、勧市再生等土地の有効利用に資する観点から

検討する。

●活力があり、安乱た金融システムの確立
●不良債権の最終処理を具体的目標（原則一年以内に5割、二年以内に8割目途）に沿って

確実に進める。

●貯蓄優遇から投資優遇への金融のあり方の転換を踏まえた直接金融シフトに向け、

証券市場の構造改革を一層推進する。

●活力があり預金者に信頼される金融システムの確立を図るための取組を一層強化する。

また、金融の将来像を展望する観点から中期ビジョンを早急に取りまとめる。‘

※13　一般的には、「持続的な物価下落」のことを指す。

http：／／www．cao．gojp／goiken．htmT
経済財政諮問会議の文字をクリックして、ご意見・ご感想をお寄せください

就府広報／内閣府

※このパンフレットは再生紙を使用しています。
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